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株 主 各 位 
 

（証券コード4837） 
2019年６月26日 

 

東京都調布市調布ケ丘三丁目６番地３
シ ダ ッ ク ス 株 式 会 社

 

代表取締役会長兼社長 志 太 勤 一 

臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会招集ご通知 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 
 さて、当社臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会を下記により開催いたしますので、ご出
席くださいますようご通知申しあげます。 
今回の臨時株主総会には、「定款一部変更の件」、「第三者割当によるＢ種優先株式発行の件」、
及び「第三者割当によるＣ種優先株式発行の件」を議案として上程いたしますが、この議案につきま
して会社法第322条に基づくご決議をいただくため、普通株主による種類株主総会を併せて開催させ
ていただくこととなりました。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、2019年７月10日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い
申しあげます。 

敬 具 

記 
  

1. 日 時 2019年７月11日（木曜日） 午前10時（受付開始 午前９時） 
2. 場 所 東京都新宿区霞ヶ丘町４番１号 

日本青年館ホテル９階（ＬＢ） バンケット 
3. 目 的 事 項  
＜臨時株主総会＞ 
 決 議 事 項 第１号議案 定款一部変更の件 
   第２号議案 第三者割当によるＢ種優先株式発行の件 
   第３号議案 第三者割当によるＣ種優先株式発行の件 
   第４号議案 取締役２名選任の件 
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＜普通株主による種類株主総会＞ 
 決 議 事 項 第１号議案 定款一部変更の件 
   第２号議案 第三者割当によるＢ種優先株式発行の件 
   第３号議案 第三者割当によるＣ種優先株式発行の件 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。 
◎ 株主総会参考書類に修正すべき事項が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.shidax.co.jp/ir/koukoku）に

おいて、修正後の事項を掲載させていただきます。 
◎ 本臨時株主総会及び本普通株主による種類株主総会におきましては、お土産をご用意しておりませんので、予めご了承くださいますようよ

ろしくお願いいたします。 
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株主総会参考書類 
 
＜臨時株主総会＞ 
 議案及び参考事項 
  
第１号議案 定款一部変更の件 
 

1.提案の理由 
(1)ユニゾンとの資本業務提携について 
当社は、2019年５月17日に発表いたしました通り、当社は迅速な経営改革の実施により持続的な成長を図る
ことを目的に、ユニゾン・キャピタル株式会社を共に企業価値向上を目指す戦略的パートナーとして迎え、ユニ
ゾン・キャピタル４号投資事業有限責任組合及びUnison Capital Partners IV(F), L.P.との間で資本業務提携（以
下「本資本業務提携」といいます。）を締結いたしました。 
本資本業務提携において、資金調達の面では、当社グループの事業の改革を迅速に行い、当社グループの持続
的な成長に向けての資金調達と財務基盤の強化を目的として優先株式の発行により総額65億円の資本増強を行う
予定です。また、経営支援の面では、当社の取締役のうち２名の指名を受けて取締役会への参加をすることや、
加えて、当社グループのガバナンスを強化し、当社グループの経営改革・事業成長プランの企画実行及びモニタ
リングを徹底的に実施するとともに、改革を推進する上で必要となるグループ横断的なリソース調達の判断を行
う場として、Re-growth委員会を設置することを予定しております。これらの取組みにより、ユニゾン・キャピ
タル株式会社の豊富な経営ノウハウ及び業界に対する深い知見を、経営改革のために直接活用する体制を整備し、
企業価値の向上及び株主価値の最大化を目指してまいります。 
(2)本資本業務提携と本議案との関係 
本資本業務提携の一環として優先株式の発行により総額65億円の資本増強をするにあたって、新たな種類の株
式としてＢ種種類株式、Ｃ種種類株式及びＤ種種類株式を発行することを可能とする規定を新設するものです。
また、2019年７月16日に予定しているＡ種優先株式の取得及び消却の後に不要となる規定の削除、及び指名さ
れた取締役候補者の選任に伴う取締役の員数の増加その他所要の変更を行うものであります。 
なお、本議案における定款変更については、Ａ種優先株式の取得及び消却後に効力が発生するものといたしま
す。 
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2.変更の内容 
変更の内容は、次のとおりであります。 

（下線は変更部分を示します。） 
現行定款 変更案 

第２章 株式 
（発行可能株式総数） 
第６条 当会社の発行可能株式総数は、１億４千万
250株とし、普通株式の発行可能種類株式総数は１億
４千万株、Ａ種優先株式の発行可能種類株式総数は
250株とする。 
 
 
 
（単元株式数） 
第７条 当会社の単元株式数は、普通株式につき100
株とし、Ａ種優先株式につき１株とする。 
 
 
＜中 略＞ 
 
第２章の２ Ａ種優先株式 
（Ａ種優先配当金） 
第11条の２ 当会社は、第43条の規定に従い剰余金
の配当をするときは、当該配当の基準日の最終の株主
名簿に記載又は記録されたＡ種優先株式を有する株主
（以下「Ａ種優先株主」という。）又はＡ種優先株式
の登録株式質権者（以下「Ａ種優先株式登録質権者」
といい、Ａ種優先株主と併せて「Ａ種優先株主等」と
いう。）に対し、同日の最終の株主名簿に記載又は記
録された普通株式を有する株主（以下「普通株主」と
いう。）又は普通株式の登録株式質権者（以下「普通

第２章 株式 
（発行可能株式総数） 
第６条 当会社の発行可能株式総数は、１億８千万６
千５百株とし、普通株式の発行可能種類株式総数は１
億４千万株、Ｂ種優先株式の発行可能種類株式総数は
４千株、Ｃ種優先株式の発行可能種類株式総数は２千
５百株、Ｄ種優先株式の発行可能種類株式総数は４千
万株とする。 
 
（単元株式数） 
第７条 当会社の単元株式数は、普通株式につき100
株とし、Ｂ種優先株式につき１株とし、Ｃ種優先株式
につき１株とし、Ｄ種優先株式につき１株とする。 
 
＜中 略＞ 
 
第２章の２ Ｂ種優先株式 
（Ｂ種優先配当金） 
第11条の２ 当会社は、第43条の規定に従い剰余金
の配当をするときは、当該配当の基準日の最終の株主
名簿に記載又は記録されたＢ種優先株式を有する株主
（以下「Ｂ種優先株主」という。）又はＢ種優先株式
の登録株式質権者（以下「Ｂ種優先株式登録質権者」
といい、Ｂ種優先株主と併せて「Ｂ種優先株主等」と
いう。）に対し、第11条の24に定める支払順位に従
い、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種優先株式の払込金
額に年率3.0％を乗じて算出した金額について、当該剰
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現行定款 変更案 
株式登録質権者」といい、普通株主と併せて「普通株
主等」という。）に先立ち、Ａ種優先株式１株につ
き、Ａ種優先株式の払込金額に年率8.0％を乗じて算出
した金額について、当該剰余金の配当の基準日の属す
る事業年度の初日（ただし、当該剰余金の配当の基準
日が2019年３月31日に終了する事業年度に属する場
合は、払込期日）（同日を含む。）から当該剰余金の
配当の基準日（同日を含む。）までの期間の実日数に
つき、１年を365日として日割計算（ただし、除算は
最後に行い、円単位未満小数第３位まで計算し、その
小数第３位を四捨五入する。）により算出される金額
を支払う。ただし、当該配当の基準日の属する事業年
度において、第11条の３に定めるＡ種優先期中配当金
を支払ったときは、その合計額を控除した額とする。
また、当該剰余金の配当の基準日から当該剰余金の配
当が行われる日までの間に、当会社がＡ種優先株式を
取得した場合、当該Ａ種優先株式につき当該基準日に
係る剰余金の配当を行うことを要しない。 
２ ある事業年度において、Ａ種優先株主等に対して
支払う１株当たりの剰余金の額（以下に定める累積未
払Ａ種優先配当金を除く。）が、当該事業年度の末日
を剰余金の配当の基準日として計算した場合のＡ種優
先配当金の額に達しないときは、その不足額（以下
「未払Ａ種優先配当金」という。）は翌事業年度以降
に累積する。当会社は、累積した未払Ａ種優先配当金
（以下「累積未払Ａ種優先配当金」という。）を、当
該翌事業年度以降のＡ種優先配当金（第11条の３に定
めるＡ種優先期中配当金を含む。）及び普通株主等に
対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優先株主等に対し
て支払うものとする。 
３ 当会社は、Ａ種優先株主等に対して、Ａ種優先配

余金の配当の基準日の属する事業年度の初日（ただ
し、当該剰余金の配当の基準日が2020年３月31日に
終了する事業年度に属する場合は、払込期日）（同日
を含む。）から当該剰余金の配当の基準日（同日を含
む。）までの期間の実日数につき、１年を365日とし
て日割計算（ただし、除算は最後に行い、円単位未満
小数第３位まで計算し、その小数第３位を四捨五入す
る。）により算出される金額の金銭（以下「Ｂ種優先
配当金」という。）を支払う。ただし、当該配当の基
準日の属する事業年度において、第11条の３に定める
Ｂ種優先期中配当金を支払ったときは、その合計額を
控除した額とする。また、当該剰余金の配当の基準日
から当該剰余金の配当が行われる日までの間に、当会
社がＢ種優先株式を取得した場合、当該Ｂ種優先株式
につき当該基準日に係る剰余金の配当を行うことを要
しない。 
 
 
２ ある事業年度において、Ｂ種優先株主等に対して
支払う１株当たりの剰余金の額（以下に定めるＢ種累
積未払優先配当金を除く。）が、当該事業年度の末日
を剰余金の配当の基準日として計算した場合のＢ種優
先配当金の額に達しないときは、その不足額（以下
「Ｂ種未払優先配当金」という。）は翌事業年度以降
に累積する。当会社は、累積したＢ種未払優先配当金
（以下「Ｂ種累積未払優先配当金」という。）を、第
11条の24に定める支払順位に従い、Ｂ種優先株主等
に対して支払うものとする。 
 
 
３ 当会社は、Ｂ種優先株主等に対して、Ｂ種優先配
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現行定款 変更案 
当金及び累積未払Ａ種優先配当金の合計額を超えて剰
余金の配当は行わない。 
 
 
 
 
 
 
 
（Ａ種優先期中配当金） 
第11条の３ 当会社は、第44条又は第44条の２の規
定に従い、事業年度末日以外の日を基準日（以下「期
中配当基準日」という。）とする剰余金の配当（以下
「期中配当」という。）をするときは、期中配当基準
日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株
主等に対して、普通株主等に先立ち、Ａ種優先株式１
株につき、Ａ種優先株式の払込金額に年率8.0%を乗じ
て算出した金額について、当該期中配当基準日の属す
る事業年度の初日（ただし、当該期中配当基準日が
2019年３月31日に終了する事業年度に属する場合
は、払込期日）（同日を含む。）から当該期中配当基
準日（同日を含む。）までの期間の実日数につき、
365日で除した額（ただし、除算は最後に行い、円単
位未満小数第３位まで計算し、その小数第３位を四捨
五入する。）の金銭による剰余金の配当（以下「Ａ種
優先期中配当金」という。）を支払う。ただし、当該
期中配当基準日の属する事業年度において、当該期中
配当までの間に、本条に定めるＡ種優先期中配当金を
支払ったときは、その合計額を控除した額とする。ま
た、当該期中配当基準日から当該期中配当が行われる
日までの間に、当会社がＡ種優先株式を取得した場

当金及びＢ種累積未払優先配当金の合計額を超えて剰
余金の配当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分
割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しく
は同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当又
は当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第
763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロ
に規定される剰余金の配当についてはこの限りではな
い。 
 
（Ｂ種優先期中配当金） 
第11条の３ 当会社は、第44条又は第44条の２の規
定に従い、事業年度末日以外の日を基準日（以下「期
中配当基準日」という。）とする剰余金の配当（以下
「期中配当」という。）をするときは、期中配当基準
日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種優先株
主等に対して、第11条の24に定める支払順位に従
い、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種優先株式の払込金
額に年率3.0%を乗じて算出した金額について、当該期
中配当基準日の属する事業年度の初日（ただし、当該
期中配当基準日が2020年３月31日に終了する事業年
度に属する場合は、払込期日）（同日を含む。）から
当該期中配当基準日（同日を含む。）までの期間の実
日数につき、365日で除した額（ただし、除算は最後
に行い、円単位未満小数第３位まで計算し、その小数
第３位を四捨五入する。）の金銭（以下「Ｂ種優先期
中配当金」という。）を支払う。ただし、当該期中配
当基準日の属する事業年度において、当該期中配当ま
での間に、本条に定めるＢ種優先期中配当金を支払っ
たときは、その合計額を控除した額とする。また、当
該期中配当基準日から当該期中配当が行われる日まで
の間に、当会社がＢ種優先株式を取得した場合、当該
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現行定款 変更案 
合、当該Ａ種優先株式につき当該期中配当基準日に係
る期中配当を行うことを要しない。 
 
（残余財産の分配） 
第11条の４ 当会社は、残余財産を分配するときは、
Ａ種優先株主等に対して、普通株主等に先立って、Ａ
種優先株式１株当たり、第11条の５第２項に定める基
本償還価額相当額から、同項に定める控除価額相当額
を控除した金額（ただし、基本償還価額相当額及び控
除価額相当額は、同項に定める基本償還価額算式及び
控除価額算式における「償還請求日」を「残余財産分
配日」（残余財産の分配が行われる日をいう。）と、
「償還請求前支払済優先配当金」を「解散前支払済優
先配当金」（残余財産分配日までの間に支払われたＡ
種優先配当金（残余財産分配日までの間に支払われた
Ａ種優先期中配当金及び累積未払Ａ種優先配当金を含
む。）の支払金額をいう。）と読み替えて算出され
る。）を支払う。なお、解散前支払済優先配当金が複
数回にわたって支払われた場合には、解散前支払済優
先配当金のそれぞれにつき控除価額相当額を計算し、
その合計額を基本償還価額相当額から控除する。 
 
２ Ａ種優先株主等に対しては、前項のほか残余財産
の分配は行わない。 
 
（金銭を対価とする償還請求権） 
第11条の５ Ａ種優先株主は、いつでも、当会社に対
し、分配可能額を取得の上限として、Ａ種優先株式の
全部又は一部の取得と引換えに金銭を交付することを
請求すること（以下「償還請求」という。）ができ
る。当会社は、かかる請求（以下、償還請求がなされ

Ｂ種優先株式につき当該期中配当基準日に係る期中配
当を行うことを要しない。 
 
（残余財産の分配） 
第11条の４ 当会社は、残余財産を分配するときは、
Ｂ種優先株主等に対して、第11条の24に定める支払
順位に従い、Ｂ種優先株式１株当たり、第11条の５第
２項に定める基本償還価額相当額から、同項に定める
控除価額相当額を控除した金額（ただし、基本償還価
額相当額及び控除価額相当額は、同項に定める基本償
還価額算式及び控除価額算式における「償還請求日」
を「残余財産分配日」（残余財産の分配が行われる日
をいう。）と、「償還請求前支払済優先配当金」を
「解散前支払済優先配当金」（残余財産分配日までの
間に支払われたＢ種優先配当金（残余財産分配日まで
の間に支払われたＢ種優先期中配当金及びＢ種累積未
払優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）と読み
替えて算出される。）を支払う。なお、解散前支払済
優先配当金が複数回にわたって支払われた場合には、
解散前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額相
当額を計算し、その合計額を基本償還価額相当額から
控除する。 
２ Ｂ種優先株主等に対しては、前項のほか残余財産
の分配は行わない。 
 
（金銭を対価とする償還請求権） 
第11条の５ Ｂ種優先株主は、いつでも、当会社に対
し、分配可能額を取得の上限として、Ｂ種優先株式の
全部又は一部の取得と引換えに金銭を交付することを
請求すること（以下、本章において、「償還請求」と
いう。）ができる。当会社は、かかる請求（以下、本
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現行定款 変更案 
た日を「償還請求日」という。）がなされた場合に
は、法令の定めに従い取得手続を行うものとし、請求
のあったＡ種優先株式の一部のみしか取得できないと
きは、取得するＡ種優先株式の数は、償還請求が行わ
れたＡ種優先株式の数に応じて比例按分した数とす
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ Ａ種優先株式１株当たりの取得価額は、基本償還
価額から、控除価額を控除して算定するものとし、こ
れらの価額は、以下の算式によって算定される。な
お、以下の算式に定める償還請求前支払済優先配当金
が複数回にわたって支払われた場合には、償還請求前
支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額を計算
し、その合計額を基本償還価額から控除する。 
 
（基本償還価額算式） 
基本償還価額＝10,000,000円×（１＋0.08）m+n/365 
払込期日（同日を含む。）から償還請求日（同日を含
む。）までの期間に属する日数を「m年とn日」とす

章において、償還請求がなされた日を「償還請求日」
という。）がなされた場合には、法令の定めに従い取
得手続を行うものとし、請求のあったＢ種優先株式の
一部のみしか取得できないときは、取得するＢ種優先
株式の数は、償還請求が行われたＢ種優先株式の数に
応じて比例按分した数とし、また、償還請求日におい
て償還請求が行われたＢ種優先株式、同日に金銭を対
価とする取得請求権が行使されたＣ種優先株式及び同
日に金銭を対価とする取得請求権が行使されたＤ種優
先株式の取得と引換えに交付することとなる金銭の額
が、償還請求日における分配可能額を超える場合に
は、償還請求が行われたＢ種優先株式、取得請求権が
行使されたＣ種優先株式及び取得請求権が行使された
Ｄ種優先株式の数に応じた比例按分の方法により、か
かる金銭の額が償還請求日における分配可能額を超え
ない範囲内においてのみＢ種優先株式、Ｃ種優先株式
及びＤ種優先株式を取得するものとし、かかる方法に
従い取得されなかったＢ種優先株式については、償還
請求が行われなかったものとみなす。 
２ Ｂ種優先株式１株当たりの取得価額は、基本償還
価額から、控除価額を控除して算定するものとし、こ
れらの価額は、以下の算式によって算定される。な
お、以下の算式に定める償還請求前支払済優先配当金
が複数回にわたって支払われた場合には、償還請求前
支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額を計算
し、その合計額を基本償還価額から控除する。 
 
（基本償還価額算式） 
基本償還価額＝1,000,000円×（１＋0.03）m+n/365 
払込期日（同日を含む。）から償還請求日（同日を含
む。）までの期間に属する日数を「m年とn日」とす
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る。 
 
（控除価額算式） 
控除価額＝償還請求前支払済優先配当金×（１＋
0.08）x+y/365 
 
「償還請求前支払済優先配当金」とは、払込期日以降
に支払われたＡ種優先配当金（償還請求日までの間に
支払われたＡ種優先期中配当金及び累積未払Ａ種優先
配当金を含む。）の支払金額とする。 
 
Ａ種優先配当金（償還請求日までの間に支払われたＡ
種優先期中配当金及び累積未払Ａ種優先配当金を含
む。）の支払日（同日を含む。）から償還請求日（同
日を含む。）までの期間の日数を「x年とy日」とす
る。 
 
＜中 略＞ 
 
（金銭を対価とする取得条項） 
第11条の６ 当会社は、いつでも、当会社の取締役会
が別に定める日（以下、本条において「強制償還日」
という。）の到来をもって、Ａ種優先株式の全部又は
一部を、分配可能額を取得の上限として、金銭と引換
えに取得することができる。Ａ種優先株式の一部を取
得するときは、各Ａ種優先株主から取得するＡ種優先
株式の数は、強制償還日におけるＡ種優先株主が保有
するＡ種優先株式の数に応じて比例按分した数とす
る。Ａ種優先株式１株当たりの取得価額は、第１１条
の５に定める基本償還価額相当額から、同項に定める
控除価額相当額を控除した金額（ただし、基本償還価

る。 
 
（控除価額算式） 
控除価額＝償還請求前支払済優先配当金×（１＋
0.03）x+y/365 
 
「償還請求前支払済優先配当金」とは、払込期日以降
に支払われたＢ種優先配当金（償還請求日までの間に
支払われたＢ種優先期中配当金及びＢ種累積未払優先
配当金を含む。）の支払金額とする。 
 
Ｂ種優先配当金（償還請求日までの間に支払われたＢ
種優先期中配当金及びＢ種累積未払優先配当金を含
む。）の支払日（同日を含む。）から償還請求日（同
日を含む。）までの期間の日数を「x年とy日」とす
る。 
 
＜中 略＞ 
 
（削 除） 
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額相当額及び控除価額相当額は、同項に定める基本償
還価額算式及び控除価額算式における「償還請求日」
を「強制償還日」と、「償還請求前支払済優先配当
金」を「強制償還前支払済優先配当金」（強制償還日
までの間に支払われたＡ種優先配当金（強制償還日ま
での間に支払われたＡ種優先期中配当金及び累積未払
Ａ種優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）と読
み替えて算出される。）とする。 
なお、強制償還前支払済優先配当金が複数回にわたっ
て支払われた場合には、強制償還前支払済優先配当金
のそれぞれにつき控除価額相当額を計算し、その合計
額を基本償還価額相当額から控除する。 
 
（普通株式を対価とする取得請求権） 
第11条の７ Ａ種優先株主は、いつでも、本条所定の
条件に従って、当会社に対し、その有するＡ種優先株
式の全部又は一部を取得するのと引換えに普通株式を
交付することを請求（以下「転換請求」といい、転換
請求がなされた日を「転換請求日」という。）するこ
とができる。 
 
 
２ 取得と引換えに交付すべき財産 
（１）本条に基づき、当会社がＡ種優先株主に対し対
価として交付する普通株式の数は、以下に定める算定
方法により算出する。ただし、小数点以下の切り捨て
は最後に行い、Ａ種優先株主に対して交付することと
なる普通株式の数に１株未満の端数が生じたときはこ
れを切り捨て、金銭による調整は行わない。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（普通株式を対価とする取得請求権） 
第11条の６ Ｂ種優先株主は、いつでも、本条所定の
条件に従って、当会社に対し、その有するＢ種優先株
式の全部又は一部を取得するのと引換えに普通株式を
交付することを請求（以下、本条において「転換請
求」といい、転換請求がなされた日を「転換請求日」
という。）することができる。 
 
 
２ 取得と引換えに交付すべき財産 
（１）本条に基づき、当会社がＢ種優先株主に対し対
価として交付する普通株式の数は、以下に定める算定
方法により算出する。ただし、小数点以下の切り捨て
は最後に行い、Ｂ種優先株主に対して交付することと
なる普通株式の数に１株未満の端数が生じたときはこ
れを切り捨て、金銭による調整は行わない。 
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（算式） 
Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の普通
株式の数 
＝Ａ種優先株主が取得を請求したＡ種優先株式の数×
第11条の５第２項に定める基本償還価額相当額から同
項に定める控除価額相当額を控除した金額（ただし、
基本償還価額相当額及び控除価額相当額は、同項に定
める基本償還価額算式及び控除価額算式における「償
還請求日」を「転換請求日」と、「償還請求前支払済
優先配当金」を「転換請求前支払済優先配当金」（転
換請求日までの間に支払われたＡ種優先配当金（転換
請求日までの間に支払われたＡ種優先期中配当金及び
累積未払Ａ種優先配当金を含む。）の支払金額をい
う。）と読み替えて算出される。）÷転換価額 
 
（２）転換価額 
イ 当初転換価額 
当初転換価額は、435.1円とする。 
ロ 転換価額の修正 
転換価額は、2019年３月31日以降の毎年３月31日及
び９月30日（以下それぞれ「転換価額修正日」とい
う。）に、転換価額修正日における時価の95％に相当
する金額（以下「修正後転換価額」という。）に修正
されるものとする。ただし、修正後転換価額が当初転
換価額の50％（以下「下限転換価額」という。）を下
回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。
なお、転換価額が、下記ハにより調整された場合に
は、下限転換価額についても同様の調整を行うものと
する。 
上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取
引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

（算式） 
Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の普通
株式の数 
＝Ｂ種優先株主が取得を請求したＢ種優先株式の数×
第11条の５第２項に定める基本償還価額相当額から同
項に定める控除価額相当額を控除した金額（ただし、
基本償還価額相当額及び控除価額相当額は、同項に定
める基本償還価額算式及び控除価額算式における「償
還請求日」を「転換請求日」と、「償還請求前支払済
優先配当金」を「転換請求前支払済優先配当金」（転
換請求日までの間に支払われたＢ種優先配当金（転換
請求日までの間に支払われたＢ種優先期中配当金及び
Ｂ種累積未払優先配当金を含む。）の支払金額をい
う。）と読み替えて算出される。）÷転換価額 
 
（２）転換価額 
イ 当初転換価額 
当初転換価額は、273円とする。 
ロ 転換価額の修正 
転換価額は、2021年６月30日以降の毎年12月31日
及び６月30日（以下それぞれ「転換価額修正日」とい
う。）に、転換価額修正日における時価の95％に相当
する金額（以下「修正後転換価額」という。）が、当
該転換価額修正日の直前に有効な転換価額を１円以上
下回る場合には、転換価額は、当該転換価額修正日以
降、修正後転換価額に修正されるものとする。ただ
し、修正後転換価額が190円（以下「下限転換価額」
という。）を下回るときは、修正後転換価額は下限転
換価額とする。なお、転換価額が、下記ハにより調整
された場合には、下限転換価額についても同様の調整
を行うものとする。 
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（以下「東証」という。）における普通株式の普通取
引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値
のない日数を除く。円単位未満小数第２位まで算出
し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。 
 
 
 
ハ 転換価額の調整 
(a) 当会社は、Ａ種優先株式の発行後、下記(b)に掲
げる各事由により普通株式数に変更を生じる場合又は
変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式
（以下「転換価額調整式」という。）をもって転換価
額（上記ロに基づく修正後の転換価額を含む。）を調
整する。 
 
＜中 略＞ 
 
(b) 転換価額調整式によりＡ種優先株式の転換価額の
調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期
については、次に定めるところによる。 
(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込金額をもって
普通株式を交付する場合（無償割当ての場合を含
む。）（ただし、当会社の交付した取得請求権付株
式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権
（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ハ
において同じ。）の取得と引換えに交付する場合又は
普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権
付社債に付されたものを含む。以下本ハにおいて同
じ。）その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行
使により交付する場合を除く。） 
調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期

上記「時価」とは、当該転換価額修正日に先立つ45取
引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所
（以下「東証」という。）における普通株式の普通取
引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値
のない日数を除く。円単位未満小数第２位まで算出
し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。 
 
ハ 転換価額の調整 
(a) 当会社は、Ｂ種優先株式の発行後、下記(b)に掲
げる各事由により普通株式数に変更を生じる場合又は
変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式
（以下、本条において「転換価額調整式」という。）
をもって転換価額（上記ロに基づく修正後の転換価額
を含む。）を調整する。 
 
＜中 略＞ 
 
(b) 転換価額調整式によりＢ種優先株式の転換価額の
調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期
については、次に定めるところによる。 
(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込金額をもって
普通株式を交付する場合（無償割当ての場合を含
む。）（ただし、当会社の交付した取得請求権付株
式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権
（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ハ
において同じ。）の取得と引換えに交付する場合又は
普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権
付社債に付されたものを含む。以下本ハにおいて同
じ。）その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行
使により交付する場合を除く。） 
調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期
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間が設けられたときは当該払込期間の最終日とする。
以下同じ｡）又は無償割当ての効力発生日の翌日以降こ
れを適用する。ただし、当会社の普通株主に募集株式
の割当てを受ける権利を与えるため又は無償割当ての
ための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを
適用する。 
 
＜中 略＞ 
 
(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要とする場
合以外にも、次に掲げる場合に該当すると当会社取締
役会が合理的に判断するときには、当会社は、必要な
転換価額の調整を行う。 
＜中 略＞ 
(iii) その他当会社の発行済普通株式の株式数の変更又
は変更の可能性の生じる事由の発生により転換価額の
調整を必要とするとき。 
 
＜中 略＞ 
(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を行うと
きは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並びに
その事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及び
その適用の日その他必要な事項を株主名簿に記載され
た各Ａ種優先株主に通知する。ただし、その適用の日
の前日までに前記の通知を行うことができないとき
は、適用の日以降速やかにこれを行う。 
 
＜中 略＞ 
 
（新 設） 
 

間が設けられたときは当該払込期間の最終日とする。
以下同じ｡）の翌日以降又は無償割当ての効力発生日の
翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株主
に募集株式の割当てを受ける権利を与えるため又は無
償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日
以降これを適用する。 
 
＜中 略＞ 
 
(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要とする場
合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、Ｂ種優
先株主と協議の上、その全員の承諾を得て、必要な転
換価額の調整を行う。 
＜中 略＞ 
(iii) 当会社の発行済普通株式の株式数の変更若しくは
変更の可能性の生じる事由又はその他の転換価額を調
整すべき事由の発生により転換価額の調整を必要とす
るとき。 
＜中 略＞ 
(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を行うと
きは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並びに
その事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及び
その適用の日その他必要な事項を株主名簿に記載され
た各Ｂ種優先株主に通知する。ただし、その適用の日
の前日までに前記の通知を行うことができないとき
は、適用の日以降速やかにこれを行う。 
 
＜中 略＞ 
 
（Ｄ種優先株式を対価とする取得請求権） 
第11条の７ Ｂ種優先株主は、いつでも、本条所定の
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条件に従って、当会社に対し、その有するＢ種優先株
式の全部又は一部を取得するのと引換えにＤ種優先株
式を交付することを請求（以下、本条において「転換
請求」といい、転換請求がなされた日を「転換請求
日」という。）することができる。 
 
２ 取得と引換えに交付すべき財産 
（１）本条に基づき、当会社がＢ種優先株主に対し対
価として交付するＤ種優先株式の数は、以下に定める
算定方法により算出する。ただし、小数点以下の切り
捨ては最後に行い、Ｂ種優先株主に対して交付するこ
ととなるＤ種優先株式の数に１株未満の端数が生じた
ときはこれを切り捨て、金銭による調整は行わない。 
 
（算式） 
Ｂ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社のＤ種
優先株式の数 
＝Ｂ種優先株主が取得を請求したＢ種優先株式の数×
第11条の５第２項に定める基本償還価額相当額から同
項に定める控除価額相当額を控除した金額（ただし、
基本償還価額相当額及び控除価額相当額は、同項に定
める基本償還価額算式及び控除価額算式における「償
還請求日」を「転換請求日」と、「償還請求前支払済
優先配当金」を「転換請求前支払済優先配当金」（転
換請求日までの間に支払われたＢ種優先配当金（転換
請求日までの間に支払われたＢ種優先期中配当金及び
Ｂ種累積未払優先配当金を含む。）の支払金額をい
う。）と読み替えて算出される。）÷転換価額  
 
（２）転換価額 
イ 当初転換価額 



 
00_0254601111907.docx 
 6/12/2019 5:15:00 PM印刷 15/47 
 

― 15 ― 

現行定款 変更案 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当初転換価額は、150円とする。 
ロ 転換価額の調整 
(a) 当会社は、Ｂ種優先株式の発行後、下記(b)に掲
げる各事由により普通株式数に変更を生じる場合又は
変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式
（以下、本条において「転換価額調整式」という。）
をもって転換価額を調整する。 
 
調整後転換価額 
＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋（（交付普
通株式数×１株当たりの払込金額）÷時価））÷（既
発行普通株式数＋交付普通株式数） 
 
転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、
普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の各取引に係る基準日
が定められている場合はその日、また当該基準日が定
められていない場合は、調整後の転換価額を適用する
日の１か月前の日における、当会社の発行済普通株式
数から当該日における当会社の有する普通株式数を控
除し、当該転換価額の調整前に下記(b)又は(d)に基づ
き交付普通株式数とみなされた普通株式のうち未だ交
付されていない普通株式の数を加えた数とする。 
転換価額調整式で使用する「交付普通株式数」は、普
通株式の株式分割が行われる場合には、株式分割によ
り増加する普通株式数（基準日における当会社の有す
る普通株式に関して増加した普通株式数を含まな
い。）とし、普通株式の併合が行われる場合には、株
式の併合により減少する普通株式数（効力発生日にお
ける当会社の有する普通株式に関して減少した普通株
式数を含まない。）を負の値で表示して使用するもの
とする。 
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転換価額調整式で使用する「１株当たりの払込金額」
は、下記(b)(i)の場合は当該払込金額（金銭以外の財産
を出資の目的とする場合には適正な評価額、無償割当
ての場合は０円とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合
は０円とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付株式等
（下記(b)(iii)に定義する。）の交付に際して払込みそ
の他の対価関係にある支払がなされた額（時価を下回
る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約
権の場合には、その行使に際して出資される財産の価
額を加えた額とする。）から、その取得、転換、交換
又は行使に際して取得請求権付株式等の所持人に交付
される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、
その取得、転換、交換又は行使に際して交付される普
通株式の数で除した金額（下記(b)(iii)において「対
価」という。）とする。 
(b) 転換価額調整式によりＢ種優先株式の転換価額の
調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期
については、次に定めるところによる。 
(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込金額をもって
普通株式を交付する場合（無償割当ての場合を含
む。）（ただし、当会社の交付した取得請求権付株
式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権
（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ロ
において同じ。）の取得と引換えに交付する場合又は
普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権
付社債に付されたものを含む。以下本ロにおいて同
じ。）その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行
使により交付する場合を除く。） 
調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期
間が設けられたときは当該払込期間の最終日とする。
以下同じ｡）の翌日以降又は無償割当ての効力発生日の
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翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株主
に募集株式の割当てを受ける権利を与えるため又は無
償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日
以降これを適用する。 
(ii) 普通株式の株式分割をする場合 
調整後の転換価額は、普通株式の株式分割のための基
準日の翌日以降これを適用する。 
(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得
条項付新株予約権であって、その取得と引換えに下記
(c)(ii)に定める時価を下回る対価をもって普通株式を交
付する定めがあるものを交付する場合（無償割当ての
場合を含む。）、又は下記(c)(ii)に定める時価を下回る
対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権
その他の証券若しくは権利を交付する場合（無償割当
ての場合を含む。） 
調整後の転換価額は、交付される取得請求権付株式、
取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権、又は
新株予約権その他の証券若しくは権利（以下「取得請
求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で取
得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたも
のとみなして転換価額調整式を準用して算出するもの
とし、交付される日又は無償割当ての効力発生日の翌
日以降これを適用する。ただし、普通株主に取得請求
権付株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は無
償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日
以降これを適用する。 
上記にかかわらず、取得、転換、交換又は行使に際し
て交付される普通株式の対価が上記の時点で確定して
いない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定
時点で交付されている取得請求権付株式等の全てが当
該対価の確定時点の条件で取得、転換、交換又は行使
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され普通株式が交付されたものとみなして転換価額調
整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定し
た日の翌日以降これを適用する。 
(iv) 普通株式の併合をする場合 
調整後の転換価額は、株式の併合の効力発生日以降こ
れを適用する。 
(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円単位未満
小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨て
る。 
(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換
価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取
引日の東証における普通株式の普通取引の毎日の終値
（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除
く。円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２
位を四捨五入する。）とする。 
(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要とする場
合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、Ｂ種優
先株主と協議の上、その全員の承諾を得て、必要な転
換価額の調整を行う。 
(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸
収分割による当該会社の権利義務の全部又は一部の承
継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式
会社の発行済株式の全部の取得のために転換価額の調
整を必要とするとき。 
(ii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発
生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出に
当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響
を考慮する必要があるとき。 
(iii) 当会社の発行済普通株式の株式数の変更若しくは
変更の可能性の生じる事由又はその他の転換価額を調
整すべき事由の発生により転換価額の調整を必要とす
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（議決権） 
第11条の８ Ａ種優先株主は、法令に別段の定めがあ
る場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 
 
（株式の併合又は分割等） 
第11条の９ 法令に別段の定めがある場合を除き、Ａ
種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。
Ａ種優先株主には、募集株式又は募集新株予約権の割
当てを受ける権利を与えず、株式又は新株予約権の無
償割当てを行わない。 
 
（Ａ種優先株式に係る譲渡制限） 
第11条の10 当会社のＡ種優先株式を譲渡により取
得するには、取締役会の承認を得なければならない。 
 

るとき。 
(e) 転換価額調整式により算出された調整後転換価額
と調整前転換価額との差額が１円未満の場合は、転換
価額の調整は行わないものとする。ただし、本(e)によ
り不要とされた調整は繰り越されて、その後の調整の
計算において斟酌される。 
(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を行うと
きは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並びに
その事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及び
その適用の日その他必要な事項を株主名簿に記載され
た各Ｂ種優先株主に通知する。ただし、その適用の日
の前日までに前記の通知を行うことができないとき
は、適用の日以降速やかにこれを行う。 
３ 本条第１項に基づく転換請求の効力は、転換請求
書が当会社本店に到着したときに発生する。 
 
（議決権） 
第11条の８ Ｂ種優先株主は、法令に別段の定めがあ
る場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 
 
（株式の併合又は分割等） 
第11条の９ 法令に別段の定めがある場合を除き、Ｂ
種優先株式について株式の併合又は分割は行わない。
Ｂ種優先株主には、募集株式又は募集新株予約権の割
当てを受ける権利を与えず、株式又は新株予約権の無
償割当てを行わない。 
 
（削 除） 
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第２章の３ Ｃ種優先株式 
（Ｃ種優先配当金） 
第11条の10 当会社は、第43条の規定に従い剰余金
の配当をするときは、当該配当の基準日の最終の株主
名簿に記載又は記録されたＣ種優先株式を有する株主
（以下「Ｃ種優先株主」という。）又はＣ種優先株式
の登録株式質権者（以下「Ｃ種優先株式登録質権者」
といい、Ｃ種優先株主と併せて「Ｃ種優先株主等」と
いう。）に対し、第11条の24に定める支払順位に従
い、Ｃ種優先株式１株につき、Ｃ種第一優先配当金及
びＣ種第二優先配当金の合計額の金銭（以下「Ｃ種優
先配当金」という。）を支払う。Ｃ種優先株式１株当
たりのＣ種第一優先配当金の額は、Ｃ種優先株式の１
株当たりの払込金額に年率4.0％を乗じて算出した金額
について、当該剰余金の配当の基準日の属する事業年
度の初日（ただし、当該剰余金の配当の基準日が
2020年３月31日に終了する事業年度に属する場合
は、払込期日）（同日を含む。）から当該剰余金の配
当の基準日（同日を含む。）までの期間の実日数につ
き、１年を365日として日割計算（ただし、除算は最
後に行い、円単位未満小数第３位まで計算し、その小
数第３位を四捨五入する。）により算出される金額と
し、Ｃ種優先株式１株当たりのＣ種第二優先配当金の
額は、Ｃ種優先株式の１株当たりの払込金額に年率
4.0％を乗じて算出した金額について、当該剰余金の配
当の基準日の属する事業年度の初日（ただし、当該剰
余金の配当の基準日が2020年３月31日に終了する事
業年度に属する場合は、払込期日）（同日を含む。）
から当該剰余金の配当の基準日（同日を含む。）まで
の期間の実日数につき、１年を365日として日割計算
（ただし、除算は最後に行い、円単位未満小数第３位
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まで計算し、その小数第３位を四捨五入する。）によ
り算出される金額とする。ただし、当該配当の基準日
の属する事業年度において、第11条の11に定めるＣ
種第一優先期中配当金又はＣ種第二優先期中配当金を
支払ったときは、Ｃ種第一優先配当金又はＣ種第二優
先配当金から、当該配当の基準日の属する事業年度に
おいて支払われたＣ種第一優先期中配当金の合計額又
はＣ種第二優先期中配当金の合計額をそれぞれ控除し
た額とする。また、当該剰余金の配当の基準日から当
該剰余金の配当が行われる日までの間に、当会社がＣ
種優先株式を取得した場合、当該Ｃ種優先株式につき
当該基準日に係る剰余金の配当を行うことを要しな
い。 
２ ある事業年度において、Ｃ種優先株主等に対して
支払う１株当たりの剰余金の額（以下に定めるＣ種累
積未払優先配当金を除く。）が、当該事業年度の末日
を剰余金の配当の基準日として計算した場合のＣ種優
先配当金の額に達しないときは、その不足額（以下
「Ｃ種未払優先配当金」という。）は翌事業年度以降
に累積する。当会社は、累積したＣ種未払優先配当金
（Ｃ種第一優先配当金に係る累積した不足額を以下
「Ｃ種第一累積未払優先配当金」といい、Ｃ種第二優
先配当金に係る累積した不足額を以下「Ｃ種第二累積
未払優先配当金」といい、Ｃ種第一累積未払優先配当
金及びＣ種第二累積未払優先配当金を併せて、以下
「Ｃ種累積未払優先配当金」という。Ｃ種累積未払優
先配当金の額は、Ｃ種第一累積未払優先配当金及びＣ
種第二累積未払優先配当金の合計額とする。）を、第
11条の24に定める支払順位に従い、Ｃ種優先株主等
に対して支払うものとする。 
３ 当会社は、Ｃ種優先株主等に対して、Ｃ種優先配
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当金及びＣ種累積未払優先配当金の合計額を超えて剰
余金の配当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分
割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しく
は同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当又
は当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第
763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロ
に規定される剰余金の配当についてはこの限りではな
い。 
 
（Ｃ種優先期中配当金） 
第11条の11 当会社は、第44条又は第44条の２の規
定に従い、期中配当をするときは、期中配当基準日の
最終の株主名簿に記載又は記録されたＣ種優先株主等
に対して、第11条の24に定める支払順位に従い、Ｃ
種優先株式１株につき、Ｃ種第一優先期中配当金及び
Ｃ種第二優先期中配当金の合計額の金銭（以下「Ｃ種
優先期中配当金」という。）を支払う。Ｃ種優先株式
１株当たりのＣ種第一優先期中配当金の額は、Ｃ種優
先株式の１株当たりの払込金額に年率4.0%を乗じて算
出した金額について、当該期中配当基準日の属する事
業年度の初日（ただし、当該期中配当基準日が2020
年３月31日に終了する事業年度に属する場合は、払込
期日）（同日を含む。）から当該期中配当基準日（同
日を含む。）までの期間の実日数につき、365日で除
した額（ただし、除算は最後に行い、円単位未満小数
第３位まで計算し、その小数第３位を四捨五入す
る。）とし、Ｃ種優先株式１株当たりのＣ種第二優先
期中配当金の額は、Ｃ種優先株式の１株当たりの払込
金額に年率4.0%を乗じて算出した金額について、当該
期中配当基準日の属する事業年度の初日（ただし、当
該期中配当基準日が2020年３月31日に終了する事業
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年度に属する場合は、払込期日）（同日を含む。）か
ら当該期中配当基準日（同日を含む。）までの期間の
実日数につき、365日で除した額（ただし、除算は最
後に行い、円単位未満小数第３位まで計算し、その小
数第３位を四捨五入する。）とする。ただし、当該期
中配当基準日の属する事業年度において、当該期中配
当までの間に、本条に定めるＣ種第一優先期中配当金
又はＣ種第二優先期中配当金を支払ったときは、Ｃ種
第一優先期中配当金又はＣ種第二優先期中配当金か
ら、当該期中配当までの間に支払われたＣ種第一優先
期中配当金の合計額又はＣ種第二優先期中配当金の合
計額をそれぞれ控除した額とする。また、当該期中配
当基準日から当該期中配当が行われる日までの間に、
当会社がＣ種優先株式を取得した場合、当該Ｃ種優先
株式につき当該期中配当基準日に係る期中配当を行う
ことを要しない。 
 
（残余財産の分配） 
第11条の12 当会社は、残余財産を分配するとき
は、Ｃ種優先株主等に対して、第11条の24に定める
支払順位に従い、Ｃ種優先株式１株当たり、第11条の
13第２項に定める基本償還価額相当額から、同項に定
める控除価額相当額を控除した金額（ただし、基本償
還価額相当額及び控除価額相当額は、同項に定める基
本償還価額算式及び控除価額算式における「償還請求
日」を「残余財産分配日」（残余財産の分配が行われ
る日をいう。）と、「償還請求前支払済優先配当金」
を「解散前支払済優先配当金」（残余財産分配日まで
の間に支払われたＣ種優先配当金（残余財産分配日ま
での間に支払われたＣ種優先期中配当金及びＣ種累積
未払優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）と読



 
00_0254601111907.docx 
 6/12/2019 5:15:00 PM印刷 24/47 
 

― 24 ― 

現行定款 変更案 
 
 
 
 
 
 
 
 
（新 設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

み替えて算出される。）を支払う。なお、解散前支払
済優先配当金が複数回にわたって支払われた場合に
は、解散前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価
額相当額を計算し、その合計額を基本償還価額相当額
から控除する。 
２ Ｃ種優先株主等に対しては、前項のほか残余財産
の分配は行わない。 
 
（金銭を対価とする償還請求権） 
第11条の13 Ｃ種優先株主は、いつでも、当会社に
対し、分配可能額を取得の上限として、Ｃ種優先株式
の全部又は一部の取得と引換えに金銭を交付すること
を請求すること（以下、本章において「償還請求」と
いう。）ができる。当会社は、かかる請求（以下、本
章において、償還請求がなされた日を「償還請求日」
という。）がなされた場合には、法令の定めに従い取
得手続を行うものとし、請求のあったＣ種優先株式の
一部のみしか取得できないときは、取得するＣ種優先
株式の数は、償還請求が行われたＣ種優先株式の数に
応じて比例按分した数とし、また、償還請求日におい
て償還請求が行われたＣ種優先株式、同日に金銭を対
価とする取得請求権が行使されたＢ種優先株式及び同
日に金銭を対価とする取得請求権が行使されたＤ種優
先株式の取得と引換えに交付することとなる金銭の額
が、償還請求日における分配可能額を超える場合に
は、償還請求が行われたＣ種優先株式、取得請求権が
行使されたＢ種優先株式及び取得請求権が行使された
Ｄ種優先株式の数に応じた比例按分の方法により、か
かる金銭の額が償還請求日における分配可能額を超え
ない範囲内においてのみＣ種優先株式、Ｂ種優先株式
及びＤ種優先株式を取得するものとし、かかる方法に
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従い取得されなかったＣ種優先株式については、償還
請求が行われなかったものとみなす。 
２ Ｃ種優先株式１株当たりの取得価額は、基本償還
価額から、控除価額を控除して算定するものとし、こ
れらの価額は、以下の算式によって算定される。な
お、以下の算式に定める償還請求前支払済優先配当金
が複数回にわたって支払われた場合には、償還請求前
支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額を計算
し、その合計額を基本償還価額から控除する。 
 
（基本償還価額算式） 
基本償還価額＝1,000,000円×（１＋0.08）m+n/365 
払込期日（同日を含む。）から償還請求日（同日を含
む。）までの期間に属する日数を「m年とn日」とす
る。 
 
（控除価額算式） 
控除価額＝償還請求前支払済優先配当金×（１＋
0.08）x+y/365 
 
「償還請求前支払済優先配当金」とは、払込期日以降
に支払われたＣ種優先配当金（償還請求日までの間に
支払われたＣ種優先期中配当金及びＣ種累積未払優先
配当金を含む。）の支払金額とする。 
 
Ｃ種優先配当金（償還請求日までの間に支払われたＣ
種優先期中配当金及びＣ種累積未払優先配当金を含
む。）の支払日（同日を含む。）から償還請求日（同
日を含む。）までの期間の日数を「x年とy日」とす
る。 
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３ 本条第１項に基づく償還請求の効力は、償還請求
書が当会社本店に到着したときに発生する。 
 
（金銭を対価とする取得条項） 
第11条の14 当会社は、2022年６月30日を経過し
た日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日
（以下、本条において「強制償還日」という。）の到
来をもって、Ｃ種優先株式の全部又は一部を、分配可
能額を取得の上限として、金銭と引換えに取得するこ
とができる。Ｃ種優先株式の一部を取得するときは、
各Ｃ種優先株主から取得するＣ種優先株式の数は、強
制償還日におけるＣ種優先株主が保有するＣ種優先株
式の数に応じて比例按分した数とする。Ｃ種優先株式
１株当たりの取得価額は、第11条の13に定める基本
償還価額相当額から、同項に定める控除価額相当額を
控除した金額（ただし、基本償還価額相当額及び控除
価額相当額は、同項に定める基本償還価額算式及び控
除価額算式における「償還請求日」を「強制償還日」
と、「償還請求前支払済優先配当金」を「強制償還前
支払済優先配当金」（強制償還日までの間に支払われ
たＣ種優先配当金（強制償還日までの間に支払われた
Ｃ種優先期中配当金及びＣ種累積未払優先配当金を含
む。）の支払金額をいう。）と読み替えて算出され
る。）とする。 
なお、強制償還前支払済優先配当金が複数回にわたっ
て支払われた場合には、強制償還前支払済優先配当金
のそれぞれにつき控除価額相当額を計算し、その合計
額を基本償還価額相当額から控除する。 
 
（議決権） 
第11条の15 Ｃ種優先株主は、法令に別段の定めが
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ある場合を除き、株主総会において議決権を有しな
い。 
 
（株式の併合又は分割等） 
第11条の16 法令に別段の定めがある場合を除き、
Ｃ種優先株式について株式の併合又は分割は行わな
い。Ｃ種優先株主には、募集株式又は募集新株予約権
の割当てを受ける権利を与えず、株式又は新株予約権
の無償割当てを行わない。 
 
第２章の４ Ｄ種優先株式 
（Ｄ種優先配当金） 
第11条の17 当会社は、第43条の規定に従い剰余金
の配当をするときは、当該配当の基準日の最終の株主
名簿に記載又は記録されたＤ種優先株式を有する株主
（以下「Ｄ種優先株主」という。）又はＤ種優先株式
の登録株式質権者（以下「Ｄ種優先株式登録質権者」
といい、Ｄ種優先株主と併せて「Ｄ種優先株主等」と
いう。）に対し、第11条の24に定める支払順位に従
い、Ｄ種優先株式１株につき、Ｄ種優先株式の払込金
額（ただし、当該Ｄ種優先株式がＢ種優先株式のＤ種
優先株式を対価とする取得請求権（転換請求権）の行
使により発行された場合には、当該取得請求権の行使
に適用された転換価額とする。以下同じ。）に年率
3.0％を乗じて算出した金額について、当該剰余金の配
当の基準日の属する事業年度の初日（ただし、当該剰
余金の配当の基準日が当該Ｄ種優先株式の払込期日
（ただし、当該Ｄ種優先株式がＢ種優先株式のＤ種優
先株式を対価とする取得請求権（転換請求権）の行使
により発行された場合には、当該取得請求権の行使に
係る転換請求日（第11条の７において定義される。）
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とする。以下同じ。）の直後に終了する事業年度に属
する場合は、払込期日）（同日を含む。）から当該剰
余金の配当の基準日（同日を含む。）までの期間の実
日数につき、１年を365日として日割計算（ただし、
除算は最後に行い、円単位未満小数第３位まで計算
し、その小数第３位を四捨五入する。）により算出さ
れる金額の金銭（以下「Ｄ種優先配当金」という。）
を支払う。ただし、当該配当の基準日の属する事業年
度において、第11条の18に定めるＤ種優先期中配当
金を支払ったときは、その合計額を控除した額とす
る。また、当該剰余金の配当の基準日から当該剰余金
の配当が行われる日までの間に、当会社がＤ種優先株
式を取得した場合、当該Ｄ種優先株式につき当該基準
日に係る剰余金の配当を行うことを要しない。 
２ ある事業年度において、Ｄ種優先株主等に対して
支払う１株当たりの剰余金の額（以下に定めるＤ種累
積未払優先配当金を除く。）が、当該事業年度の末日
を剰余金の配当の基準日として計算した場合のＤ種優
先配当金の額に達しないときは、その不足額（以下
「Ｄ種未払優先配当金」という。）は翌事業年度以降
に累積する。当会社は、累積したＤ種未払優先配当金
（以下「Ｄ種累積未払優先配当金」という。）を、第
11条の24に定める支払順位に従い、Ｄ種優先株主等
に対して支払うものとする。 
３ 当会社は、Ｄ種優先株主等に対して、Ｄ種優先配
当金及びＤ種累積未払優先配当金の合計額を超えて剰
余金の配当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分
割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しく
は同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当又
は当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第
763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロ
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に規定される剰余金の配当についてはこの限りではな
い。 
 
（Ｄ種優先期中配当金） 
第11条の18 当会社は、第44条又は第44条の２の規
定に従い、期中配当をするときは、期中配当基準日の
最終の株主名簿に記載又は記録されたＤ種優先株主等
に対して、第11条の24に定める支払順位に従い、Ｄ
種優先株式１株につき、Ｄ種優先株式の払込金額に年
率3.0%を乗じて算出した金額について、当該期中配当
基準日の属する事業年度の初日（ただし、当該期中配
当基準日が当該Ｄ種優先株式の払込期日の直後に終了
する事業年度に属する場合は、払込期日）（同日を含
む。）から当該期中配当基準日（同日を含む。）まで
の期間の実日数につき、365日で除した額（ただし、
除算は最後に行い、円単位未満小数第３位まで計算
し、その小数第３位を四捨五入する。）の金銭（以下
「Ｄ種優先期中配当金」という。）を支払う。ただ
し、当該期中配当基準日の属する事業年度において、
当該期中配当までの間に、本条に定めるＤ種優先期中
配当金を支払ったときは、その合計額を控除した額と
する。また、当該期中配当基準日から当該期中配当が
行われる日までの間に、当会社がＤ種優先株式を取得
した場合、当該Ｄ種優先株式につき当該期中配当基準
日に係る期中配当を行うことを要しない。 
 
（残余財産の分配） 
第11条の19 当会社は、残余財産を分配するとき
は、Ｄ種優先株主等に対して、第11条の24に定める
支払順位に従い、Ｄ種優先株式１株当たり、第11条の
20第２項に定める基本償還価額相当額から、同項に定
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める控除価額相当額を控除した金額（ただし、基本償
還価額相当額及び控除価額相当額は、同項に定める基
本償還価額算式及び控除価額算式における「償還請求
日」を「残余財産分配日」（残余財産の分配が行われ
る日をいう。）と、「償還請求前支払済優先配当金」
を「解散前支払済優先配当金」（残余財産分配日まで
の間に支払われたＢ種優先配当金（残余財産分配日ま
での間に支払われたＤ種優先期中配当金及びＤ種累積
未払優先配当金を含む。）の支払金額をいう。）と読
み替えて算出される。）を支払う。なお、解散前支払
済優先配当金が複数回にわたって支払われた場合に
は、解散前支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価
額相当額を計算し、その合計額を基本償還価額相当額
から控除する。 
２ Ｄ種優先株主等に対しては、前項のほか残余財産
の分配は行わない。 
 
（金銭を対価とする償還請求権） 
第11条の20 Ｄ種優先株主は、いつでも、当会社に
対し、分配可能額を取得の上限として、Ｄ種優先株式
の全部又は一部の取得と引換えに金銭を交付すること
を請求すること（以下、本章において「償還請求」と
いう。）ができる。当会社は、かかる請求（以下、本
章において、償還請求がなされた日を「償還請求日」
という。）がなされた場合には、法令の定めに従い取
得手続を行うものとし、請求のあったＤ種優先株式の
一部のみしか取得できないときは、取得するＤ種優先
株式の数は、償還請求が行われたＤ種優先株式の数に
応じて比例按分した数とし、また、償還請求日におい
て償還請求が行われたＤ種優先株式、同日に金銭を対
価とする取得請求権が行使されたＢ種優先株式及び同
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日に金銭を対価とする取得請求権が行使されたＣ種優
先株式の取得と引換えに交付することとなる金銭の額
が、償還請求日における分配可能額を超える場合に
は、償還請求が行われたＤ種優先株式、取得請求権が
行使されたＢ種優先株式及び取得請求権が行使された
Ｃ種優先株式の数に応じた比例按分の方法により、か
かる金銭の額が償還請求日における分配可能額を超え
ない範囲内においてのみＤ種優先株式、Ｂ種優先株式
及びＣ種優先株式を取得するものとし、かかる方法に
従い取得されなかったＤ種優先株式については、償還
請求が行われなかったものとみなす。 
２ Ｄ種優先株式１株当たりの取得価額は、基本償還
価額から、控除価額を控除して算定するものとし、こ
れらの価額は、以下の算式によって算定される。な
お、以下の算式に定める償還請求前支払済優先配当金
が複数回にわたって支払われた場合には、償還請求前
支払済優先配当金のそれぞれにつき控除価額を計算
し、その合計額を基本償還価額から控除する。 
 
（基本償還価額算式） 
基本償還価額＝Ｄ種優先株式の１株当たりの払込金額
×（１＋0.03）m+n/365 
払込期日（同日を含む。）から償還請求日（同日を含
む。）までの期間に属する日数を「m年とn日」とす
る。 
 
（控除価額算式） 
控除価額＝償還請求前支払済優先配当金×（１＋
0.03）x+y/365 
 
「償還請求前支払済優先配当金」とは、払込期日以降
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（新 設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に支払われたＤ種優先配当金（償還請求日までの間に
支払われたＤ種優先期中配当金及びＤ種累積未払優先
配当金を含む。）の支払金額とする。 
 
Ｄ種優先配当金（償還請求日までの間に支払われたＤ
種優先期中配当金及びＤ種累積未払優先配当金を含
む。）の支払日（同日を含む。）から償還請求日（同
日を含む。）までの期間の日数を「x年とy日」とす
る。 
 
３ 本条第１項に基づく償還請求の効力は、償還請求
書が当会社本店に到着したときに発生する。 
 
（普通株式を対価とする取得請求権） 
第11条の21 Ｄ種優先株主は、いつでも、本条所定
の条件に従って、当会社に対し、その有するＤ種優先
株式の全部又は一部を取得するのと引換えに普通株式
を交付することを請求（以下、本条において「転換請
求」といい、転換請求がなされた日を「転換請求日」
という。）することができる。 
 
２ 取得と引換えに交付すべき財産 
（１）本条に基づき、当会社がＤ種優先株主に対し対
価として交付する普通株式の数は、以下に定める算定
方法により算出する。ただし、小数点以下の切り捨て
は最後に行い、Ｄ種優先株主に対して交付することと
なる普通株式の数に１株未満の端数が生じたときはこ
れを切り捨て、金銭による調整は行わない。 
 
（算式） 
Ｄ種優先株式の取得と引換えに交付する当会社の普通
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株式の数 
＝Ｄ種優先株主が取得を請求したＤ種優先株式の数×
第11条の20第２項に定める基本償還価額相当額から
同項に定める控除価額相当額を控除した金額（ただ
し、基本償還価額相当額及び控除価額相当額は、同項
に定める基本償還価額算式及び控除価額算式における
「償還請求日」を「転換請求日」と、「償還請求前支
払済優先配当金」を「転換請求前支払済優先配当金」
（転換請求日までの間に支払われたＤ種優先配当金
（転換請求日までの間に支払われたＤ種優先期中配当
金及びＤ種累積未払優先配当金を含む。）の支払金額
をいう。）と読み替えて算出される。）÷転換価額  
 
（２）転換価額 
イ 当初転換価額 
当初転換価額は、Ｄ種優先株式の１株当たりの払込金
額とする。 
ロ 転換価額の調整 
(a) 当会社は、Ｄ種優先株式の発行後、下記(b)に掲
げる各事由により普通株式数に変更を生じる場合又は
変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式
（以下、本条において「転換価額調整式」という。）
をもって転換価額を調整する。 
 
調整後転換価額 
＝調整前転換価額×（既発行普通株式数＋（（交付普
通株式数×１株当たりの払込金額）÷時価））÷（既
発行普通株式数＋交付普通株式数） 
 
転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」は、
普通株主に下記(b)(i)ないし(iv)の各取引に係る基準日
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が定められている場合はその日、また当該基準日が定
められていない場合は、調整後の転換価額を適用する
日の１か月前の日における、当会社の発行済普通株式
数から当該日における当会社の有する普通株式数を控
除し、当該転換価額の調整前に下記(b)又は(d)に基づ
き交付普通株式数とみなされた普通株式のうち未だ交
付されていない普通株式の数を加えた数とする。 
転換価額調整式で使用する「交付普通株式数」は、普
通株式の株式分割が行われる場合には、株式分割によ
り増加する普通株式数（基準日における当会社の有す
る普通株式に関して増加した普通株式数を含まな
い。）とし、普通株式の併合が行われる場合には、株
式の併合により減少する普通株式数（効力発生日にお
ける当会社の有する普通株式に関して減少した普通株
式数を含まない。）を負の値で表示して使用するもの
とする。 
転換価額調整式で使用する「１株当たりの払込金額」
は、下記(b)(i)の場合は当該払込金額（金銭以外の財産
を出資の目的とする場合には適正な評価額、無償割当
ての場合は０円とする。）、下記(b)(ii)及び(iv)の場合
は０円とし、下記(b)(iii)の場合は取得請求権付株式等
（下記(b)(iii)に定義する。）の交付に際して払込みそ
の他の対価関係にある支払がなされた額（時価を下回
る対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約
権の場合には、その行使に際して出資される財産の価
額を加えた額とする。）から、その取得、転換、交換
又は行使に際して取得請求権付株式等の所持人に交付
される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、
その取得、転換、交換又は行使に際して交付される普
通株式の数で除した金額（下記(b)(iii)において「対
価」という。）とする。 
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(b) 転換価額調整式によりＤ種優先株式の転換価額の
調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期
については、次に定めるところによる。 
(i) 下記(c)(ii)に定める時価を下回る払込金額をもって
普通株式を交付する場合（無償割当ての場合を含
む。）（ただし、当会社の交付した取得請求権付株
式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権
（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本ロ
において同じ。）の取得と引換えに交付する場合又は
普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権
付社債に付されたものを含む。以下本ロにおいて同
じ。）その他の証券若しくは権利の転換、交換又は行
使により交付する場合を除く。） 
調整後の転換価額は、払込期日（募集に際して払込期
間が設けられたときは当該払込期間の最終日とする。
以下同じ｡）の翌日以降又は無償割当ての効力発生日の
翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株主
に募集株式の割当てを受ける権利を与えるため又は無
償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日
以降これを適用する。 
(ii) 普通株式の株式分割をする場合 
調整後の転換価額は、普通株式の株式分割のための基
準日の翌日以降これを適用する。 
(iii) 取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得
条項付新株予約権であって、その取得と引換えに下記
(c)(ii)に定める時価を下回る対価をもって普通株式を交
付する定めがあるものを交付する場合（無償割当ての
場合を含む。）、又は下記(c)(ii)に定める時価を下回る
対価をもって普通株式の交付を請求できる新株予約権
その他の証券若しくは権利を交付する場合（無償割当
ての場合を含む。） 
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調整後の転換価額は、交付される取得請求権付株式、
取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権、又は
新株予約権その他の証券若しくは権利（以下「取得請
求権付株式等」という。）の全てが当初の条件で取
得、転換、交換又は行使され普通株式が交付されたも
のとみなして転換価額調整式を準用して算出するもの
とし、交付される日又は無償割当ての効力発生日の翌
日以降これを適用する。ただし、普通株主に取得請求
権付株式等の割当てを受ける権利を与えるため又は無
償割当てのための基準日がある場合は、その日の翌日
以降これを適用する。 
上記にかかわらず、取得、転換、交換又は行使に際し
て交付される普通株式の対価が上記の時点で確定して
いない場合は、調整後の転換価額は、当該対価の確定
時点で交付されている取得請求権付株式等の全てが当
該対価の確定時点の条件で取得、転換、交換又は行使
され普通株式が交付されたものとみなして転換価額調
整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定し
た日の翌日以降これを適用する。 
(iv) 普通株式の併合をする場合 
調整後の転換価額は、株式の併合の効力発生日以降こ
れを適用する。 
(c)(i) 転換価額調整式の計算については、円単位未満
小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨て
る。 
(ii) 転換価額調整式で使用する時価は、調整後の転換
価額を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取
引日の東証における普通株式の普通取引の毎日の終値
（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除
く。円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２
位を四捨五入する。）とする。 
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(d) 上記(b)に定める転換価額の調整を必要とする場
合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、Ｄ種優
先株主と協議の上、その全員の承諾を得て、必要な転
換価額の調整を行う。 
(i) 当会社を存続会社とする合併、他の会社が行う吸
収分割による当該会社の権利義務の全部又は一部の承
継、又は他の株式会社が行う株式交換による当該株式
会社の発行済株式の全部の取得のために転換価額の調
整を必要とするとき。 
(ii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発
生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出に
当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響
を考慮する必要があるとき。 
(iii) 当会社の発行済普通株式の株式数の変更若しくは
変更の可能性の生じる事由又はその他の転換価額を調
整すべき事由の発生により転換価額の調整を必要とす
るとき。 
(e) 転換価額調整式により算出された調整後転換価額
と調整前転換価額との差額が１円未満の場合は、転換
価額の調整は行わないものとする。ただし、本(e)によ
り不要とされた調整は繰り越されて、その後の調整の
計算において斟酌される。 
(f) 上記(a)ないし(e)により転換価額の調整を行うと
きは、当会社は、あらかじめ書面によりその旨並びに
その事由、調整前の転換価額、調整後の転換価額及び
その適用の日その他必要な事項を株主名簿に記載され
た各Ｄ種優先株主に通知する。ただし、その適用の日
の前日までに前記の通知を行うことができないとき
は、適用の日以降速やかにこれを行う。 
３ 本条第１項に基づく転換請求の効力は、転換請求
書が当会社本店に到着したときに発生する。 
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（新 設） 
 
 
 
 
 
 
（新 設） 
（新 設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（議決権） 
第11条の22 Ｄ種優先株主は、法令に別段の定めが
ある場合を除き、株主総会において議決権を有しな
い。 
 
（株式の併合又は分割等） 
第11条の23 法令に別段の定めがある場合を除き、
Ｄ種優先株式について株式の併合又は分割は行わな
い。Ｄ種優先株主には、募集株式又は募集新株予約権
の割当てを受ける権利を与えず、株式又は新株予約権
の無償割当てを行わない。 
 
第２章の５ 優先順位 
（優先順位） 
第11条の24 Ｂ種優先配当金、Ｃ種優先配当金、Ｄ
種優先配当金、Ｂ種累積未払優先配当金、Ｃ種累積未
払優先配当金、Ｄ種累積未払優先配当金並びにその他
の種類の株式の株主及び登録株式質権者（普通株主及
び普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質
権者」という。）を含むがこれに限られない。）に対
する剰余金の配当の支払順位は、Ｃ種第一累積未払優
先配当金を第１順位、Ｃ種第一優先配当金を第２順
位、Ｂ種累積未払優先配当金、Ｃ種第二累積未払優先
配当金及びＤ種累積未払優先配当金を第３順位（それ
らの間では同順位）、Ｂ種優先配当金、Ｃ種第二優先
配当金及びＤ種優先配当金を第４順位（それらの間で
は同順位）、その他の種類の株式の株主及び登録株式
質権者（普通株主及び普通登録株式質権者を含むがこ
れに限られない。）に対する剰余金の配当を第５順位
とする。 
ただし、本項に定める支払順位にかかわらず、Ｂ種優
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＜中 略＞ 
 
（新 設） 
 
 
 
 
 
 
 
 

先株式、Ｃ種優先株式又はＤ種優先株式の剰余金の配
当を行わない場合でも、剰余金の配当を行わないＢ種
優先株式、Ｃ種優先株式又はＤ種優先株式に係る株主
及び登録株式質権者の全員が書面により承諾したとき
には、普通株主及び普通登録株式質権者への剰余金の
配当を可能とする。 
２ Ｂ種優先株式、Ｃ種優先株式、Ｄ種優先株式及び
その他の種類の株式（普通株式を含むがこれに限られ
ない。）に係る残余財産の分配の支払順位は、Ｂ種優
先株式、Ｃ種優先株式及びＤ種優先株式に係る残余財
産の分配を第１順位（それらの間では同順位）、その
他の種類の株式（普通株式を含むがこれに限られな
い。）に係る残余財産の分配を第２順位とする。 
３ 当会社が剰余金の配当又は残余財産の分配を行う
額が、ある順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を
行うために必要な総額に満たない場合は、当該順位の
剰余金の配当又は残余財産の分配を行うために必要な
金額に応じた比例按分の方法により剰余金の配当又は
残余財産の分配を行う。 
 
＜中 略＞ 
 
（種類株主総会） 
第18条の２ 第14条、第15条、第17条および第18
条の規定は種類株主総会に準用する。 
２ 第13条の規定は、定時株主総会と同日に開催され
る種類株主総会に準用する。 
３ 第16条第１項の規定は、会社法第324条第１項の
規定による種類株主総会の決議にこれを準用する。 
４ 第16条第２項の規定は、会社法第324条第２項の
規定による種類株主総会の決議にこれを準用する。 
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現行定款 変更案 
第４章 取締役および取締役会 
（取締役の員数） 
第19条 当会社の取締役は９名以内とする。 

第４章 取締役および取締役会 
（取締役の員数） 
第19条 当会社の取締役は11名以内とする。 
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第２号議案 第三者割当によるＢ種優先株式発行の件 
 

1.Ｂ種優先株式発行の目的及び理由 
当社グループを取り巻く環境は厳しいものの、フードサービス事業及びトータルアウトソーシング事業を両軸
とする体制の確立を目指す上で、安定的な収益化を行うためには長期かつ安定的な資金により事業運営及び投資
をする必要があります。このような事業環境の中、様々な選択肢を検討した結果、本資本業務提携の締結に至り、
その一環として本議案を上程するものであります。 
以上に加え、当社が発行しているＡ種優先株式については、2019年３月末日の貸借対照表における剰余金の
分配可能額が所定の金額を下回ったことにより、Ａ種優先株主による金銭対価の取得請求権の行使及び普通株式
対価の取得請求権の行使が想定され、近時に資金流出又は普通株式の発行による希薄化が生じる可能性がありま
す。そこで、本優先株式の発行に伴いＡ種優先株式を取得することで、かかる事態を回避することができ、既存
株主の利益に資するものと考えております。 
また資本性のある優先株式の発行により財務基盤をさらに強化するものであり、同時に資金調達の多様化を図
ることができます。 
 なお、本議案につきましては、第１号議案が承認されることを条件といたします。 
 
2. Ｂ種優先株式発行の概要 
（1）募集株式の種類 シダックス第１回Ｂ種優先株式 
（2）募集株式の数 4,000株 
（3）払込金額 １株につき1,000,000円 
（4）払込金額の総額 4,000,000,000円 
（5）増加する資本金の額 2,000,000,000円（1株につき500,000円） 
（6）増加する資本準備金の額 2,000,000,000円（1株につき500,000円） 
（7）払込期日 2019年７月16日又は株主総会で定める日 
（8）割当先／株式数 ユニゾン・キャピタル4号投資事業有限責任組合に3,307

株、Unison Capital Partners Ⅳ(F), L.P.に693株を、そ
れぞれ割り当てる。 

 

3.Ｂ種優先株式の発行を本総会決議事項の目的とする理由 

 本優先株式の払込金額は、山田コンサルティンググループ株式会社の算定した株式価値、速やかな経営改革を

実現するために充分な資金を確実かつ迅速に調達する必要性、及び資本業務提携による株式価値向上の効果等を

総合的に勘案して、合理的な水準であり、株式を引き受ける者に特に有利な金額に該当しないと考えておりま

す。しかしながら、本優先株式は客観的な市場価格がなく、また種類株式の評価は非常に高度かつ複雑であり、
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その評価については様々な見解があり得ることから、株主の皆様の意思を確認することが適切であると考え、念

のため、本優先株式については、本株主総会において、会社法第 199条第２項に基づく特別決議によるご承認

をお願いいたしたく存じます。 
 
第３号議案 第三者割当によるＣ種優先株式発行の件 
 

1.Ｃ種優先株式発行の目的及び理由 
 第２号議案と同様の理由により、本資本業務提携の一環として本議案を上程するものです。 
 なお、本議案につきましても同様に、第１号議案が承認されることを条件といたします。 
 
2. Ｃ種優先株式発行の概要 
（1）募集株式の種類 シダックス第１回Ｃ種優先株式 
（2）募集株式の数 2,500株 
（3）払込金額 １株につき1,000,000円 
（4）払込金額の総額 2,500,000,000円 
（5）増加する資本金の額 1,250,000,000円（1株につき500,000円） 
（6）増加する資本準備金の額 1,250,000,000円（1株につき500,000円） 
（7）払込期日 2019年７月16日又は株主総会で定める日 
（8）割当先／株式数 ユニゾン・キャピタル4号投資事業有限責任組合に2,067

株、Unison Capital Partners Ⅳ(F), L.P.に433株を、そ
れぞれ割り当てる。 

 

3.Ｃ種優先株式の発行を本総会決議事項の目的とする理由 

 本優先株式の払込金額は、山田コンサルティンググループ株式会社の算定した株式価値、当社の置かれた事業

環境等を総合的に勘案して、合理的な水準であり、株式を引き受ける者に特に有利な金額に該当しないと考えて

おります。しかしながら、本優先株式は客観的な市場価格がなく、また種類株式の評価は非常に高度かつ複雑で

あり、その評価については様々な見解があり得ることから、株主の皆様の意思を確認することが適切であると考

え、念のため、本優先株式については、本株主総会において、会社法第 199条第２項に基づく特別決議による

ご承認をお願いいたしたく存じます。 
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第４号議案 取締役２名選任の件 
 

本資本業務提携の一環として、経営支援の面では、当社の取締役のうち２名の指名を受けて取締役会への参加
をすることとなっておりますので、その選任をお願いするものであります。なお、新たに選任された取締役の任
期は、当社の定款の定めにより選任後1年以内に終了する事業年度のうち、最終のものに関する定時株主総会の
終結時までとなります。 
 取締役候補者は次のとおりであります。 
  

１ 
 かわ  さき  たつ  お  

新 任  川 﨑 達 生 
 

（1965年６月９日生） 
 

    
 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
   

1990年 ４ 月 ゴールドマン・サックス証券会社入社 
1995年 ９ 月 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社 
1998年 ４ 月 ネクストカード・インク入社 
1999年 ４ 月 ユニゾン・キャピタル株式会社パートナー 
2004年 ２ 月 ユニゾン・キャピタル株式会社取締役 
2009年 12月 株式会社あきんどスシロー社外取締役 
2011年 6 月 エノテカ株式会社社外取締役 
2016年 ３ 月 株式会社建デポ社外取締役 
2017年 ６ 月 株式会社ダイナミクス社外取締役（現在に至る） 

 2018年３ 月 株式会社資さん社外取締役（現在に至る） 
2019年５ 月 ユニゾン・キャピタル株式会社代表取締役 

（現在に至る）  
○重要な兼職の状況 
ユニゾン・キャピタル株式会社代表取締役 
株式会社ダイナミクス社外取締役 
株式会社資さん社外取締役 
 

候補者の有する当社の株式数 
0株   

 

２ 
 み  なべ  い さ お  

新 任  三 鍋 伊佐雄 
 

（1952年5月19日生） 
 

    
 

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 
   

1973年４ 月 株式会社愛広入社 
1984年４ 月 大東建設株式会社（現大東建託株式会社） 

入社 
1989年６ 月 同社取締役テナント営業統括部長 
1997年４ 月 同社常務取締役管理統括部長 

兼業務本部長 
2000年４ 月 同社専務取締役業務本部長 

兼経営企画室長 
2004年４ 月 同社専務取締役管理統括本部長 
2007年10 月 同社代表取締役社長 
2014年11 月 オフィス３開所、主宰（現在に至る） 

     
 

  2016年 ８ 月 ローランド株式会社社外取締役(現在に至る) 
2016年 ８ 月 ユニゾン・キャピタル株式会社マネジメン

ト・アドバイザー(現在に至る) 
2016年 ９ 月 一般社団法人Ｎ－ＷＯＯＤ国産木材・環境活

用住宅流通機構代表理事(現在に至る) 
○重要な兼職の状況 
ユニゾン・キャピタル株式会社マネジメント・アドバイザー 
ローランド株式会社社外取締役 
一般社団法人Ｎ－ＷＯＯＤ国産木材・環境活用住宅流通機構
代表理事 
 

候補者の有する当社の株式数 
0株   

(注)  1.当社は、川﨑達生氏が代表取締役を務め、三鍋伊佐雄氏がマネジメント・アドバイザーを務めるユニゾン・キャピタル株式会社の運用するユニゾン・キャピタ
ル４号投資事業有限責任組合及びUnison Capital PartnersⅣ(F),L.P.と資本業務提携契約を締結しております。 

2.川﨑達生及び三鍋伊佐雄の両氏は、社外取締役候補者であります。 
川﨑達生氏を社外取締役候補者とした理由は、ユニゾン・キャピタル株式会社において代表取締役を務められており、幅広い業種の企業に対し投資と経営の
支援の知識経験を基に、当社グループのガバナンス強化に向けて有用な意見をいただくことを期待するためであります。 
三鍋伊佐雄氏を社外取締役候補者とした理由は、大東建託株式会社において代表取締役を務められ、経営者としての知見や経験を基に、当社グループのガバ
ナンス強化に向けて有用な意見をいただくことを期待するためであります。  
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＜普通株主による種類株主総会＞ 

 
第１号議案 定款一部変更の件 
株主総会参考書類＜臨時株主総会＞３ページから40ページに記載の第１号議案「定款一部変更の件」の内容と同
一であります。 
 
 第２号議案 第三者割当によるＢ種優先株式発行の件 
株主総会参考書類＜臨時株主総会＞41ページから42ページに記載の第２号議案「第三者割当によるＢ種優先株
式発行の件」の内容と同一であります。 
 
第３号議案 第三者割当によるＣ種優先株式発行の件 
株主総会参考書類＜臨時株主総会＞42ページに記載の第３号議案「第三者割当によるＣ種優先株式発行の件」の
内容と同一であります。 
 
 

以 上 
 

  

 議案及び参考事項 
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メ モ 欄 
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メ モ 欄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



株主総会会場ご案内図
東京都新宿区霞ヶ丘町４番１号
日本青年館ホテル９階（LB）「バンケット」
電話（03）3401-0101（代表）

会  場

見やすいユニバーサル
デザインフォントを
採用しています。

環境に配慮した
「ベジタブルインキ」を
使用しています。

東京メトロ銀座線
外苑前駅３番出口　徒歩５分
都営大江戸線
国立競技場駅A2番出口　徒歩10分
中央線・総武線（各停）
千駄ヶ谷駅　徒歩12分

交　通

お願い 会場には駐車場がございませんので、お車でのご来場は
ご容赦賜りたくお願い申しあげます。
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